２０２４年３月議会　代表質問　（2024年3月6日）　　
　日本共産党高槻市会議員団のきよた純子です。
会派を代表して、市長に質問いたします。
　長きにわたる経済の停滞により、すでに暮らしが疲弊し、経済の先行きへの展望が持てない状況です。その上に、物価高騰です。「失われた３０年」は自然現象ではなく政治によってもたらされたものです。
非正規　労働者は３０年前には１千万人でしたが、今では倍以上の２千１００万人になり、労働者の４割を占めています。
実質賃金は１９９６年と比べ７４万円減少し、経済成長できない日本にしました。
第１の柱は格差と貧困をなくすことです。
１点目は物価高騰への対策についてです。
食料品の値上げは、２０２３年の累計で３万２３９６品目となり、過去３０年間でも例を見ない規模です。
２０２４年１月から５月までに値上げが決定している飲食料品は、３８９１品目です。
さらに、4月以降は国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料の値上げで負担は増えるばかりです。
高槻市ではプレミアム付　商品券を６回発行し、７月から６回目を利用できます。しかし、それだけでは十分とは言えません。現在、実施している、水道基本料金の無料を4月以降も継続し、福祉施設、医療機関も含めた市内事業者への支援金の給付を求めます。お答えください。
２点目の質問は、ひとり親家庭への支援についてです。
　厚生労働省の調査によれば、貧困率は１５．４％で、とくにひとり親世帯の貧困率は４４．５％と高くなっています。
お金がなくて食事を我慢するケースもあります。長期の休みになると学校給食がないため、食事に困るとの声があり深刻です。ぜひ、困窮しているひとり親家庭に、定期的に連絡をするなど状況把握をし、必要な支援を検討してください。お答えください。
３点目に国民健康保険料についてです。
大阪府が統一保険料にするため、４月から一人当たりの平均年額保険料は４，９４％、８６８８円引き上げの計画です。
これまで、国保料は住民の生活状況などを踏まえて市町村が決定し、減免制度を実施してきました。
ところが大阪府は全市町村で、国保料の一本化、減免基準を府内で統一する方針を２０１７年に決定しました。そのため、１人当たりの保険料は２０１７年度と比べ、４万８千０６０円の値上げになります。市独自の減免制度は５１．４２％の世帯が受けていましたが、４月からなくなり、負担割合の変更でも負担が増えました。
　法律では各市町村が国民健康保険料を決めることになっています。低所得者層や生活の実態に合わせて、支払える保険料にすること。市の独自減免制度の実施を求めます。
４点目の質問は介護保険です。
６５歳以上の介護保険料は３年ごとの保険料改定で、そのたびにあがっています。介護保険がはじまった２０００年と、４月からの保険料を比べ、高槻市では２倍以上の値上げです。
高すぎる保険料を引き下げるよう国に要望するとともに、市独自の引き下げをぜひ検討してください。市の考えを、お聞きします。
　さらに来年度の改定では訪問事業関係の報酬が引き下げられます。中　小規模の事業所では経営の危機に陥ることは明らかです。
介護サービスの提供は確保できるのでしょうか。市の考えをお聞きします。
５点目は後期高齢者医療保険料についてです。
　４月からの保険料値上げの提案がされています。医療費分が増え、全員、保険料は上がります。
しかも、出産育児一時金を負担することになります。2024年度の年金額は物価上昇率より0.5％下回る2.7％増にとどめ、実質削減する方針です。独自の減免制度を実施してください。お聞きします。
第２の柱は誰もが尊重される高槻市にすることです。
１点目は地域共生の在り方についてです。
国は人と人、人と社会がつながり支え合う「地域共生社会」を提唱しています。深刻な問題は、支え合いや、つながりだけでは解決しません。社会保障制度の充実が必要と考えますが、見解をお聞きします。
高槻市でも「地域共生社会への移行が必要」と地域共生ステーションを整備するとしています。施政方針では、地域共生社会の実現に向け、複雑化・複合化する支援ニーズに対応するため、コミュニティソーシャルワーカーを増員し、多くの支援機関が協働する包括的な支援体制の更なる充実を図るとされました。
コミュティソーシャルワーカーは増員されます。それだけでなく、障がい者相談支援や介護保険の地域包括支援センターの体制強化、子育て支援センターの虐待対応を行う職員、福祉相談支援課の職員の増員など、関係機関　全体の強化が必要と考えます。市の見解をお聞きします。
２点目に、障がいがあっても暮らしやすいまちについてです。
重い知的障がいや、自閉症の人たちに後天的に表れる「強度行動障害」、複数の病気を抱える身体障がい者などの、行き場のない状況が深刻化しています。府内の障がい者入所施設の待機者は2022年9月30日時点で、1059人です。ショートステイを、やむを得ずつなぎながら過ごすロングショートステイも増えています。受け入れられる施設やグループホームを増やすことが求められます。
また、重度障がい者の在宅を支える重度訪問介護は人手不足で、利用が困難になっています。
切実な願いを国に届け、問題を明らかにするため、強度行動障害を含め、重度障がい者への実態調査を実施すること。市内のグループホームで重い障害のある人を受け入れた場合に、職員を増やせるように加算や、受け入れに必要な環境整備への補助が必要です。市の考えをお聞きします。
３点目に、子どもの成長を保障することです。
　子どもの権利条約第６条では、すべての子どもには健やかに生きる権利があり、そして、国は子どもが成長できるように、できる限りのことをしなければいけないとしています。
子どもの最善の利益、生存と発達の権利について市の見解をお聞きします。
こどもの医療費助成については、１８歳までの一部負担　５００円を来年４月から廃止する方針です。
また、入院食事療養費は所得制限をなくし、すべての子どもに助成します。完全無料化されることでの効果をお聞きします。病気の早期発見につながり重症化を防ぐことや、歯科診療では永久歯に影響する口腔崩壊を防ぐなど効果は大きいと考えますが、市の答弁を求めます。
「就学前児童施設」の配置計画についてです。
高槻市では、公共性を担保している公立保育所・幼稚園は減少しており、今後についても、統廃合、民営化の計画を発表しました。
現在２６カ所ある公立の就学前児童施設を認定こども園１１カ所、幼稚園１か所に減らすという計画です。減らす理由と、公共の役割は担保できるのか、お答えください。
次に、保育士の配置基準の見直しについてです。
昨年末に、保育士の配置基準を７６年ぶりに変更しました。
公立の就学前施設での、保育士配置は見直しするのか、今まで通りとするのなら、その理由と、今後の見通しをお聞きします。民間園の見通しも、お聞きします。
４点目はヤングケアラーへの支援についてです。　
おとなに代わり家族の世話や介護などを担う「ヤングケアラー」について、高槻市が昨年１月に調査しました。家族のケアに時間を割く子どもは親が病気などの困難を抱えています。また、子どもは「恥ずかしいこと」と相談できない状況があります。小中学校で啓発チラシが配布されましたが、本人からの相談を想定した対策だけでなく、周囲からもつながるよう広く啓発する必要があります。担当者を決め、相談窓口を設けるなど相談体制の充実を求めます。お答ください。
５点目に不登校への対応についてです。
　昨年度の小中学校の不登校児童数は全国では前年より約５万４千人増え、３０万人に迫り、高槻市では前年より１４４人増え７１４人です。
　日本共産党高槻市会議員団は、この間、不登校の子どもの校内での居場所づくり、不登校支援に関わる人員体制の強化を求めてきました。施政方針では、不登校支援員を増やし、全小学校に校内　適応指導教室を設置としています。不登校支援員を全校に配置するべきと考えます。お答えください。
さらに、不登校対応の担当教員の配置や、フリースクールなど、
学校外で学ぶ子どもの保護者への財政支援も必要です。お聞きします。
少人数学級は子ども一人ひとりを丁寧に育てるために必要です。小学１年、２年で3０人以下学級を実施するなど、さらなる少人数学級の推進が必要です。市の見解をお聞きします。
６点目に義務教育学校の検討についてです。
　施政方針で、義務教育学校について議論をする審議会の設置が
示されました。小中一貫校と義務教育学校の違い、また、これまでの方針となにが違うのか、お聞きします。
　学校教育に求められるのは、主体的に生きる力を育てること。そのために、それぞれの発達段階に応じた教育や教材の提供をおこなう環境整備が大切です。市の見解を求めます。
第３の柱は災害から被害を減災することについてです。
１点目は戸建住宅や集合住宅の耐震化についてです。
「南海トラフ地震」が４０年以内に９０％の確率で起こるといわれ、防災の観点は命を守る取り組みとして大きく位置づけられています。
　高槻市の木造住宅の耐震化は２０２０年は８３．９％と高いです。しかし、マンションなど集合住宅の耐震化は多額の費用がかかるため、進んでいません。木造住宅・集合住宅の耐震化について、市はどう考えているのかお聞きします。
２点目は河川の氾濫時の避難についてです。
高槻市で予想される災害に河川の氾濫があります。市として、災害別に避難先を確保することが大事です。たとえば、淀川沿いの地域では淀川が氾濫した時に逃げる高い建物がありません。市はこの間、屋内での垂直避難は、ライフラインの供給停止への対応、長期間の浸水に対する備蓄などが必要だとしてきました。
今回、何よりも命を守るために「洪水時　緊急安全確保施設」の
指定と、表示看板の設置の計画が提案されています。
具体的に、どんな施設を考えているのか、また、想定地域の住民にどのように周知されるのか。お聞きします。
第4の柱は地方自治のあるべき姿についてです。
１点目の質問はジェンダー平等についてです。電車に乗る、道を歩く、そんな当たり前の日常が性暴力の危険にさらされていることを、重く受け止めて対策をとる必要があります。内閣府は「痴漢撲滅パッケージ」を公表しています。「痴漢は犯罪」のアナウンスの強化や、駅構内、公共施設などポスターの掲示、通報や相談先の案内など、
対策をとる必要がありますが、市の考えをお聞きします。
２点目は財政運営の考え方についてです。
施政方針には「財政状況は４０年にわたり連続黒字を達成し、健全な財政を維持してきた」とあり、今後は厳しくなるという見通しで、
それを回避するために努力するということですが、基本的な方向性をお聞きします。
３点目に公的責任についてです。
市民の暮らしを支え、安全を確保することなど、市の事業だから安心できることがたくさんあります。水道や市バス、学校教育、保育所などです。
自治体の公務、公共事業の民営化は国による構造改革、新自由主義のもと、1990年代からすすめられ、今も続いています。
財政の効率化、コスト削減が進められています。市が実施しなければいけない事業、公でないと信頼できない事業があります。市の考えをお聞きします。
　４点目に公の仕事を担う職員の役割についてです。
市役所の正規職員は、５０年前と比べて、総数で７３％と大幅に減らしています。中核市になった２００３年と比較しても９２％に減少しています。廃止した事業、民営化や民間委託、指定管理者などの影響、非常勤の会計年度任用職員に切り替えたことなどあります。
廃止した事業には、必要な市民サービスもありました。
会計年度任用職員は、5年間の契約で、その多くは女性が担っています。学童保育の指導員、学校給食の調理員、図書館司書など、
専門職の資格があっても、非常勤職員としてしか認めません。
災害が起こった時に、市民のために動くのは、自治体職員です。
能登半島地震への派遣についても、消防職員をはじめ、災害の第一線で復旧、復興のために重大な役割を担ってきました。
大事なことは、市で働くすべての人をコストとしてみるのではなく、市の財産としてみるべきではないでしょうか。お答えください。
日本共産党高槻市会議員団は、市民の暮らしを守る公的制度の充実にむけ、全力を尽くすことを申し上げて、日本共産党高槻市会議員団の代表質問を終わります。
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